
～金融仲介機能の発揮～ 

地域密着型金融への取組み 

≪２０２２年３月期≫ 



◆ 地域密着型金融の取組みの公表にあたって 

 私ども武蔵野銀行では、創業以来「地域共存」「顧客尊重」の経営理念のもと、地域経済の更な
る発展とお客さま満足の向上に向けて、『地域密着型金融』を銀行経営の本分とし、お客さまへ
の円滑な資金供給や本業支援などを実践しております。 

 これらの『地域密着型金融』の取組みをお客さまにご理解いただくために、取組みの内容につ
いて公表いたします。 

 これからも地域金融機関として“選ばれる銀行”であり続けるため、『地域密着型金融』の実効
性を高め、組織的かつ継続的に取組んでまいります。 
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◇ 地方創生・地域活性化への積極的な関与                        Ｐ１１ 
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◆ 地域密着型金融への取組みの考え方 

 当行の経営理念や、現在取組んでいる長期ビジョン・中期経営計画は、地域密着型金融の活動を
具現化するものであり、積極的かつ真摯に取組んでまいります。 

経営理念 

「地域共存」 ・・・豊かな地域社会の実現に寄与し、地域とともに発展します 

「顧客尊重」 ・・・変化を先取りした果敢な経営を展開し、組織を挙げて最良のサービスを提供します 

長期ビジョン「ＭＶＰ（Ｍｕｓａｓｈｉｎｏ Ｖａｌｕｅ‐ｍａｋｉｎｇ Ｐｌａｎ）」（２０１３年４月～） 

埼玉に新たな価値を創造する『地域Ｎｏ．１銀行』   ～Ｖａｌｕｅ‐ｍａｋｉｎｇ Ｂａｎｋ～ 

 埼玉に新たな価値を生み出すことにより、埼玉の発展を主導し、お客さまの期待に応えることで自ら
も成長する 

中期経営計画「ＭＶＰ７０」   計画期間：２０１９年４月～２０２３年３月 

お客さまと地域に 
ずっと寄り添っていく銀行 

人を大切にし 
人を成長させる銀行 

 お客さまの課題解決を通じて、お客さまの圧倒的な満足と本業収益をいただき、地域の発展のた
めに再投資していくビジネスモデルを徹底的に追及していく 
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◆ 地域・取引先の持続的な成長に向けての支援 

 地域のお客さまの持続的な成長に向けて、サステナビリティ経営をはじめ、より主体的な地域活
性化、環境や人権などの先進的な経営課題に対し、伴走型支援を行ってまいります。 

武蔵野銀行サステナビリティ基本方針 

 当行は、サステナビリティに関わる取り組み
を統括・推進する専門組織として、２０２２年３
月にサステナビリティ推進室を新設しました。 

 脱炭素をはじめとしたサステナビリティ経営
の諸課題について、武蔵野銀行グループ全
体で取り組んでまいります。 

 (※）サステナビリティ推進室の設置 

2019年3月 「武蔵野銀行SDGｓ宣言」制定 

2021年9月 
サステナビリティ推進委員会設置 

TCFD（気候関連財務情報開示ﾀｽｸﾌｫｰｽ)提言賛同 

2021年12月 サステナビリティ基本方針制定 

2022年3月 サステナビリティ推進室設置（※） 

サステナビリティ対応の沿革 

2021年9月 
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ・ 
ﾘﾝｸ・ﾛｰﾝ 

2022年3月 
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ・ 

ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ･ﾛｰﾝ 
2022年4月 
むさしの
SDGs 

ﾌﾚﾝｽﾞﾛｰﾝ 

2022年10月 
むさしの
SDGs 

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ ゙

2022年3月 
むさしの脱炭素 

ｺﾝｻﾙﾃｼﾞﾝｸ ゙

2022年3月 
むさしのSDGs 
診断サービス 

関連融資制度・サービス 
名称 内   容 

サステナビリティ
基本方針 

当行の経営理念「地域共存」「顧客尊重」に基づき、
地域活性化を実現し、中長期的な視点で経済価値
と社会価値の両立を目指します。 

環境方針 

気候変動や脱炭素、生物多様性といった諸課題に
ついて、地球規模の視点を踏まえつつ、地元埼玉
の地域特性も考慮し、事業活動を通じた取組みを全
役職員で行います。 

投融資方針 
環境、社会、経済の持続可能性に対し、ネガティブ
な影響を及ぼす産業・企業セクターへの投融資を回
避します。 

人権方針 
あらゆる事業活動や商品・サービス提供において、
関わる全てのステークホルダーの人権や多様性を
尊重します。 

融資制度 サービス 
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専門 
ニーズ 

幅広く 
ご利用 



取引先企業への成長支援（本業支援） 

 お客さまの成長支援・本業支援に取組むことにより県内経済の活性化に貢献いたします。 
 お客さまと十分に対話し、適切な助言や経営課題に応じたソリューションを提供いたします。 
 お客さまの経営支援にかかる一層の能力向上に努めてまいります。 
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  2019年度 2020年度 2021年度 

全取引先数① 25,543社 26,553社 26,763社 

本業支援先 ② 
※販路開拓など取引先の企業価値・業績向上に資する支援を行った先 

4,814社 7,698社 7,830社 

②／① 18.8% 29.0％ 29.3% 

販路開拓支援を行った先数  (国内・海外別） 
国 内 1,811社 1,949社 1,978社 

海 外 15社 9社 14社 

◆ 金融仲介機能の発揮（成長支援) 

金融仲介機能の参考指標 

取組み事例 

 

 地元企業経営者と積極的な対話により、経
営課題やニーズを把握し、お客さまに寄り
添ったソリューションを通じて、地元企業の持
続的な成長に貢献すべく活動しております。 

 コロナで影響を受けた取引先の新事業への
取組みを支援すべく、『事業再構築補助金』
の申請サポートを積極的に行っております。 

≪事業再構築補助金申請支援≫ 



地域への円滑な資金供給（金融仲介） 

 地域金融機関として、地域に対する円滑な資金供給を行ってまいります。 
 お客さまの事業の成長可能性を重視し、ニーズに応じ適切な資金調達手段を提供いたします。 
 お客さまの事業展開に対して中長期的な視点でアドバイスいたします。 

金融仲介機能の参考指標 
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2019年度 2020年度 2021年度 

メイン取引先数 

（融資残高１位）及び、全
取引先数に占める割合 

※先数単体ベース 

メイン取引（融資残高１位）
先数の推移 

10,208社 10,613社 10,463社 

全取引先数に占める割合  40.0% 40.0% 39.0% 

メイン取引先のうち、経営指標（売上・営業利益率・労働
生産性等）の改善や就業者数の増加が見られた割合 

65.8％ 59.8％ 60.9% 

メイン取引先に対する融資額の推移 6,071億円 6,077億円 7,128億円 

◆ 金融仲介機能の発揮(取引先数・メイン取引） 
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  2019年度 2020年度 2021年度 

全取引先およびソリューション提案先
（先数・割合) 
 

※ソリューション提案先・・・本業支援先
(P5）にM&Aなどの課題解決提案を行った
先を加えた数 

全取引先数① 25,543社 26,553社 26,763社 

ｿﾘｭｰｼｮﾝ提案先② 5,789社 7,811社 8,333社 

②／① 22.6％ 29.4％ 31.3% 

Ｍ＆Ａ支援先数 182社 283社 285社 

事業承継支援先数 164社 202社 159社 

 
【事業承継支援】 
 事業承継の課題解決に向けて、最適なプランのご提案

から実行手続きまで、ワンストップでご支援しています。 
【Ｍ＆Ａ支援】 
 基本方針決定から相手先へのアプローチ、利害調整、

条件交渉などの各ステップにおいて専任で支援します。 
 2021年11月、事業承継・Ｍ＆Ａを今後の経営課題と考

える取引先向けに、提携先の㈱日本Ｍ＆Ａセンターと
共催でオンラインセミナー「事業承継Ｍ＆Ａカンファレン
ス2021」を実施、多くのお客さまに視聴いただきました。 

≪事業承継支援の取組み≫ 

取組み事例 

事業承継・Ｍ＆Ａなどのソリューション支援 

◆ コンサルティング機能の発揮(事業承継・Ｍ＆Ａ） 

コンサルティング機能の参考指標 
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◆コンサルティング機能の発揮(担保・保証に依存しない融資) 

担保・保証に依存しない融資姿勢 

 地域のお客さまに対し、事業性評価を活用したニーズの把握やコンサルティングの強化に努
め、円滑な資金供給を実現するとともに、「経営者保証に関するガイドライン(※)」等を遵守し
担保や保証に過度に依存しない融資への取組みを継続して取組んでまいります。 

2019年度 2020年度 2021年度 

事業性評価に基づく融資の残高 

及び全与信残高に占める割合 

融資残高 8,016億円 8,866億円 9,872億円 

割合 31.6% 32.5％ 35.9％ 

地元中小企業に対する融資残高
のうち、無担保融資残高の割合 

融資残高① 11,563億円 13,527億円 13,897億円 

①のうち無担保 

融資残高② 
4,011億円 5,261億円 5,302億円 

割合（②/①） 34.7% 38.8% 38.1% 

新規に融資した件数のうち、経営
者保証を取得しない融資の割合 

新規融資件数① 18,802件 23,924件 15,178件 

①のうち無保証 

融資件数② 
6,049件 8,232件 6,630件 

割合（②/①） 32.2% 34.4％ 43.6％ 

※中小企業への融資の条件として経営者保証を求める場合の適切な行動指針として2013年12月に日本商工会議所・全国銀行協会が定めたもの。 
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◆ コンサルティング機能の発揮（経営改善支援への取組み) 

お客さまへの最適な支援の実施 

 お客さまへの返済条件変更相談や再生支援をはじめとした経改善営支援については、本部と
営業店一体となった態勢を構築し、お客さまへ最適な支援を実施しております。 

お客さまの再チャレンジを支援するため、あおぞら銀行グルー
プと連携して「千葉・武蔵野パートナーファンド」を設立し、再
チャレンジ・事業再生支援に取組んでおります。 

≪再チャレンジ・事業再生支援≫ 

取組み事例 

お客さま 

あおぞら債権回収
㈱ 

ちば債権回収㈱ 

千葉・武蔵野パートナーファンド 

営業者（ＳＰＣ） 

千葉･武蔵野パートナー
㈲ 

債権買取 

資金拠出 

再チャレンジ支
援事業再生支援 

再チャレンジ支
援事業再生支援 

一部再委託 

千葉銀行 

武蔵野銀行 

あおぞら 
銀行 

≪条件変更先への支援態勢≫ 

経済産業省の施策である事業再構築補助金(※)を活用し、新
事業に取組む中小企業を積極的に支援しております。 
 
※事業再構築補助金は、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の経済環境の変化に対応する
ために、中小企業等の新分野展開、業態転換、業種転換等の思い切った「事業再構築」
の挑戦に対する設備投資を支援する補助金です。 

≪転廃業支援≫ 

２０２１年９月より、条件変更先の各種ご相談について、本部専
門スタッフ（「お客さまサポーター」）を設置し、各支店の担当者
と連携して、お客さまの現状と解決に向けた取り組みを行って
おります。 

≪条件変更相談の専門人材の設置≫ 

武蔵野銀行

お客さま

お客さまサポーター(本部) お取引店舗(営業店)連携

専門スタッフによる

返済相談受付
業績回復に向けた

支援活動

≪千葉・武蔵野パートナーファンド スキーム図≫ 



経営革新支援 創業支援など 
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商工団体 
創業塾・スクール等 

武蔵野銀行 
「むさしの 

創業支援融資」 

日本政策 
金融公庫 

起業者 
創業者 

融資相談 連携支援 

埼玉県信用 
保証協会 

県制度融資 
との協調融資 

協調融資 
相互連携強化 

（※）経営革新計画 

 事業者の新たな取組みを都道府県の知
事が承認する制度。 

 埼玉県では承認件数が４年連続1,000件
超で全国トップクラス（2018～2021年度）。 

 当行と地域の商工団体が連携し、創業支援
や経営革新支援などを実施しています。 

 商工団体と経営革新セミナーを開催し、取引
先の経営革新計画（※）への取組みを支援し
ております。 

地域中小企業 

地 域 
商工団体 

武蔵野銀行 

経営革新支援、専門
家派遣、補助金支援、
各種経営相談等 

地方創生 
「稼ぐ力」向上 

地域雇用拡大 
地域活性化 

連携支援 
◇資金調達支援 
◇ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ支援 
◇関連会社活用 

取引先 
の成長 

埼 玉 県 包括連携協定 パートナーシップ 

地域での連携強化 
（相互理解、情報共有） 

 創業者を対象に商工団体と連携した「創業計画
書」の策定を支援しております。 

 また、資金調達支援においては日本政策金融公
庫との相互連携による協調融資や、埼玉県信用
保証協会の創業関連保証などの融資制度を活用
した支援を行っております。 

地域商工団体との連携による中小企業支援 

商工団体・日本政策金融公庫・埼玉県信用保証協会との連携支援 

◆ コンサルティング機能の発揮（外部機関との連携） 

外部機関と連携したコンサルティング機能の発揮 



 当行・自治体・大学・地域活性や産業振興に取組む企業が、地域の課題やニーズに関する情報交換や地域
活 性化に向けたノウハウを共有するネットワークとして、２０１９年よりぶぎん「地域活性コンソーシアム」を立
上げ、 地域の課題解決や新たなビジネスの創出を目指しております。 

◆ 地方創生・地域活性化への積極的な関与① 
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金融機関 
（情報・ネットワーク・
金融サービス） 
 

  自治体 
（地域基盤） 

民間企業 
（アイデア・事業ノウハウ 
スピード感） 

大学（先端研究・学術・若い力） 

・交流 

・参加者同士の 

情報収集 

・ニーズ、テーマ

に基づく情報

交換 

・地域活性に

向けた具体

的な連携 

地域の持続可能な発展に貢献!!  
  
 

取組み事例 

移住・定住を促進するため、地域の魅力を発信するセミ
ナーを開催し、地域の持続的発展や活性化を支援してい
ます。２０１９年４月には秩父市・横瀬町・小鹿野町と千葉
県館山市、２０２２年２月には小川町と千葉県勝浦市を対
象として移住者のパネルディスカッション等を行いました。 

≪地域の魅力発信を支援≫ 

【イメージ図】 

取組み事例 ≪産学官金による地域活性の取組み（ぶぎん「地域活性コンソーシアム」）≫ 

行政・商工団体等と連携した、地域の課題解決に向けた取組みと地域活性化への関与 

２０２２年２月 
オンライン開催 



◆ 地方創生・地域活性化への積極的な関与② 

取組み事例 
 
 当行では、２０１４年より、さいたま市内での小麦生産の復活と生産した小麦の製品化等を通じ地域活性化を目

指す「見沼たんぼ“小麦”６次産業創造プロジェクト」に取り組んでおります。 

 当プロジェクトで生産された小麦を使って、２０２０年８月には、さいたま市内の事業者により、クラフトビールが製
造 販売され、当プロジェクトで初の６次産業化となり、２０２１年６月には、「埼玉１５０周年記念コバトンベーグ
ル」が販売されました。 

≪地産地消・６次産業化の取組み≫ 
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≪ プ ロ ジ ェ ク ト 概 要 ≫ 

＜産業＞ 
生産者 
農業関連事業者 
食品関連企業 

＜学校＞ 
 大学・研究機関 

＜官公庁＞ 
 埼玉県 
 さいたま市 
 商工団体 

＜民間＞ 
 地元協力者 

現在は見沼たんぼで作付していない 
小麦の生産と商品化、販売を研究 

見沼たんぼ“小麦”６次産業創造研究会 

「さいたま小麦トライアルファーム」 

                       

ラーメン・パスタ・うどん    
パン・ケーキ・お菓子等 

試食会・ぶぎん物産市  
（ＪＲ大宮駅）等 

 

 
クラフトビール 

さいたま小麦トライアルファーム 

加工品（試作品） 販売・サービス ６次産業商品化 

収穫小麦を使用した 
クラフトビールを 
さいたま市内事業者が 
製造販売 

小麦を使用した埼玉 
１５０周年記念コバトン 
ベーグルを販売 



◆ 地方創生・地域活性化への積極的な関与③ 

取組み事例 

 当行は、野菜や花きの産出額で全国トップクラスにある埼玉県において、新たに農業に参入する企業支援に取り
組んでおります。 

 農業に参入する前から参入した後までお客様に寄り添い、課題を解決していく伴走型の支援に取り組むとともに、
地域活性化に繋がる活動を目指しております。 

≪農業参入支援≫ 
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フードサービス事業者の参入ニーズ 市町村の課題 

技術支援 

農業法人 
技術提携先 
(銀行取引先) 埼玉県 

 

農業参入の
相談窓口 

参入候補地の情報提供 

  参入支援  

市町村 
 

農地情報提供 
生産者情報提供 

   課題ヒアリング･連携 

連携・課題解決 

 市の農業の要に位置付けられている水田に
おける優良農地の維持・保全 

 今後も農業就業人口の減少が避けられない
中で、地域農業の維持・発展を図るためには、
営農組織や大規模法人を新たな担い手として
育成することが不可欠。 

 米の生産者が減少している状況を受け、また、

生産性の高い稲作経営を目指して、基幹商材で

ある米の自社生産を行う農業参入を検討。 

 米の生産と輸出を通じて、農業従事者の減少や

後継者、耕作放棄地問題等の地域社会が抱え

る課題解決を図る。 

参入相談 

 
 
 
①参入スキーム 
   アドバイス 
②生産技術情報 
  の提供 
③倉庫等のイン 
  フラ整備支援 

 

担い手不足等により耕作放棄地と 
なった農地（参入前） 

参入支援により優良農地に修復（参入後） 



◆ 当行の体制整備の概要 

 武蔵野銀行では、金融仲介機能の発揮に向けて、以下の体制整備に取り組んでおります。 

１．金融仲介機能推進委員会の設置 

２．法人取引推進部会の設置 

 お客さまとの共通価値の創造、お客さま本位の業務運営を実現させるため、２０１７年４月に頭取を委員長と
する「金融仲介機能推進委員会」を設置し、運営しております。 

 経営陣の適切な関与のもと、諸施策の実効性向上を図っております。 

 お客さまへの成長支援・本業支援やコンサルティング機能・ソリューション提案等について、組織的な取組
みを構築していくため設置いたしました。 

 本部・営業店、関連会社も含めて、金融仲介機能発揮の諸施策・活動に取組んでまいります。 

 これまでの「金融円滑化推進委員会」の活動内容も包含しております。 

【金融仲介機能の発揮に向けた概略図】 

お客さま ＜武蔵野銀行グループ＞ 
行政機関・ 

外部専門機関等 
 

・公共団体等 
・経済団体・業界団体 
・研究・専門機関 
・教育機関 
・政府系金融機関 
・国内金融機関 
・海外金融機関 

ご
相
談
等 

連
携 

真
摯
な
対
応 

創
業
期 

成
長
・安
定
期 

変
革
期 

営業店 

・支店長 
・営業担当 など 

本部専門部隊 

・ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部 
・地域ｻﾎﾟｰﾄ部 
・融資部 
・営業統括部 
・市場国際部 など 

金融仲介機能 
推進委員会 

法人取引推進部会 

関連会社 

８社 

連携 
（報告・協議） 
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